
令和５年度決算における財務書類４表（概要）
 

一般会計等財務書類   （ ）内ページは「川越市の財務書類」掲載ページです。 

  ※各諸表の詳細につきましては、「川越市の財務書類」を参照してください。 

  ※表示単位未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。 

１ 貸借対照表 （６～９ページ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市民一人当たりの貸借対照表 

資 産     １，０６９千円   負 債  ３００千円 

（うち固定資産  １，０２４千円）  純資産  ７６９千円 

 

【貸借対照表の主な分析】 

１ 社会資本等形成の将来世代負担比率   １６．６％（Ｒ４：１６．９％） 

・社会資本整備の結果を示す有形固定資産等のうち、どの程度が地方債で形成されているかを示す指標 

・Ｒ４類似団体平均   １６．９％ 

２ 歳入額対資産比率（年）   ２．８年（Ｒ４：２．９年） 

 ・資産合計が本市の歳入総額の何年分に相当するのかを表し、資産形成の度合いを測る指標 

・Ｒ４類似団体平均   ３．２年 

 ３ 有形固定資産減価償却率（資産老朽化比率）   ７５．５％（Ｒ４：７４．４％） 

  ・土地以外の償却対象資産が耐用年数に比して資産取得からどの程度経過しているかを示す指標 

・Ｒ４類似団体平均   ６４．７％ 

  

 

 

２ 行政コスト計算書（１０～１２ページ） 

経常費用（Ａ）              １，１４９億９千万円 

業務費用                  ５２９億９千万円 

うち人件費                ２１６億７千万円 

職員の給与・退職手当引当金繰入など 

  うち物件費等               ２９５億８千万円 

物品購入・光熱水費・修繕費・減価償却費など 

移転費用                  ６２０億円 

社会保障給付（扶助費）、補助金等、他会計繰出金など 

経常収益（Ｂ）                 ５２億３千万円 

純経常行政コスト（Ｃ＝Ａ－Ｂ）      １，０９７億５千万円 

臨時損益（Ｄ）                  １億３千万円 

純行政コスト（Ｃ－Ｄ）          １，０９６億３千万円 

 

 

【行政コスト計算書の主な分析】 

             １ 受益者負担比率 ４．４％（Ｒ４：４．８％） 

・Ｒ４類似団体平均   ４．４％ 

             ・市のコストのうちサービスを受けた者が直接に負担する割合 

３ 純資産変動計算書（１３ページ） 

前年度末純資産残高（Ａ）         ２，７２１億１千万円 

純行政コスト（Ｂ）          △１，０９６億３千万円 

 財源（Ｃ）               １，１１８億６千万円 

    税収等                ７５０億円 

国県等補助金             ３６８億６千万円 

本年度純資産変動額（Ｄ）           △３１億５千万円 

本年度末純資産残高（Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ）   ２，７１１億９千万円 

 ４ 資金収支計算書（１４～１５ページ） 

前年度末資金残高（Ａ）             ９０億５千万円 

業務活動収支（Ｂ）              ９１億１千万円 

投資活動収支（Ｃ）              △８５億円 

財務活動収支（Ｄ）              △４３億７千万円 

本年度資金（歳計現金）収支額（Ｅ＝Ｂ＋Ｃ＋Ｄ）△３７億６千万円 

本年度末歳計外現金残高（Ｆ）          １４億７千万円 

本年度末現金預金残高（Ａ＋Ｅ＋Ｆ）       ６７億７千万円 

 

市民一人当たりの純行政コスト   ３１１千円 

資産         ３，７７１億２千万円 

 所有資産の内容と金額。行政サービスの提

供能力を表しています。 

《主な内訳》 

固定資産      ３，６１４億５千万円 

１ 有形固定資産 ３，４４５億９千万円 

⑴  事業用資産 ２，５７０億４千万円 

⑵  インフラ資産  ８４２億円 

⑶  物品       ６０億１千万円 

  

２ 投資及びその他の資産 

 １６８億７千万円 

⑴  投資及び出資金 １０３億４千万円 

⑵  基金       ４９億５千万円 

⑶ 長期延滞債権等  １５億８千万円 

 

流動資産        １５６億６千万円 

 １ 現金預金      ６７億７千万円 

 ２ 基金等       ８８億９千万円 

負債及び純資産   ３，７７１億２千万円 

負債      １，０５９億３千万円 

 借入金や将来の職員退職金など将来

世代が負担する債務 

 

《主な内訳》 

固定負債      ９２８億１千万円 

１ 地方債    ７６９億４千万円 

 ２ 退職手当引当金等 １５８億７千万円 

 

流動負債      １３１億２千万円 

 １ １年内償還予定地方債 

１０１億３千万円 

 ２ 賞与等引当金等 ２９億９千万円 

純資産     ２，７１１億９千万円 

 

 現世代が負担した資源の蓄積等を表

しています。 

１ページ 

R4：3,827 億 5 千万円 

R4：808 億 8 千万円 

R4：2,721 億 1 千万円 

R4：104 億 2 千万円 

R4：1,084 億 1 千万円 

R4：△1,084 億 1 千万円 

R4：374 億 8 千万円 

R4： 110 億 2 千万円 
R4：△40 億 4 千万円 
R4：△56 億 6 千万円 



 

令和５年度決算における財務書類４表（概要）

 

全体財務書類 

※表示単位未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。 

１ 全体貸借対照表（１６ページ） 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

２ 全体行政コスト計算書（１７ページ） 

経常費用（Ａ）                         １，８０２億円 

 

業務費用                              ６５１億円 

うち人件費                            ２２９億円 

職員の給与・退職手当引当金繰入など 

うち物件費等                           ３９３億円 

物品購入・光熱水費・修繕費・減価償却費など 

移転費用                           １，１５１億円 

社会保障給付（扶助費）、補助金等、他会計繰出金など 

経常収益（Ｂ）                           １４３億円 

純経常行政コスト（Ｃ＝Ａ－Ｂ）                 １，６５９億円 

臨時損益（Ｄ）                            △１億円 

純行政コスト（Ｃ－Ｄ）                     １，６５８億円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 全体純資産変動計算書（１８ページ） 

前年度末純資産残高（Ａ）            ３，８４９億円 

純行政コスト（Ｂ）             △１，６５８億円 

財源（Ｃ）                   １，６６６億円 

税収等                   ９１６億円 

国県等補助金                ７５０億円 

本年度純資産変動額（Ｄ）              △２４億円 

本年度末純資産残高（Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ）      ３，８３３億円 

 

 

 

４ 全体資金収支計算書（１９ページ） 

前年度末資金残高（Ａ）                ２２５億円 

業務活動収支（Ｂ）                 １３１億円 

投資活動収支（Ｃ）                △１２１億円 

財務活動収支（Ｄ）                 △５１億円 

本年度資金（歳計現金）収支額（Ｅ＝Ｂ＋Ｃ＋Ｄ）   △４０億円 

本年度末歳計外現金残高（Ｆ）              １５億円 

本年度末現金預金残高（Ａ＋Ｅ＋Ｆ）          １９９億円 

資産           ５，１４０億円 

《主な内訳》 

固定資産         ４，８３９億円 

うち有形固定資産    ４，５７１億円 

うち投資その他の資産    ２０７億円 

 

流動資産           ３０１億円 

 うち現金預金        １９９億円 

負債・純資産     ５，１４０億円 

負債        １，３０８億円 

《主な内訳》  

固定負債     １，１３９億円 

 

流動負債       １６９億円 

 

純資産       ３，８３３億円 

２ページ 



 

 

令和５年度決算における財務書類４表（概要） 

 

連結財務書類 

※表示単位未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。 

１ 連結貸借対照表（２０ページ） 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

２ 連結行政コスト計算書（２１ページ） 

経常費用（Ａ）                        ２，２０５億円 

 

業務費用                             ７２１億円 

うち人件費                            ２７７億円 

職員の給与・退職手当引当金繰入など 

うち物件費等                              ４１１億円 

物品購入・光熱水費・修繕費・減価償却費など 

 

移転費用                          １ ，４８４億円 

社会保障給付（扶助費）、補助金等、他会計繰出金など 

経常収益（Ｂ）                          １５３億円 

純経常行政コスト（Ｃ＝Ａ－Ｂ）                  ２，０５２億円 

臨時損益（Ｄ）                           △１億円 

純行政コスト（Ｃ－Ｄ）                      ２，０５１億円 

 

 

 

 

 

３ 連結純資産変動計算書（２２ページ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 連結資金収支計算書（２３ページ） 

前年度末資金残高（Ａ）               ２４７億円 

本年度資金（歳計現金）収支額（Ｂ）          △４３億円 

本年度末歳計外現金残高（Ｃ）             １５億円 

本年度末現金預金残高（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）         ２１９億円 

                                           

 

 

 

 

 

 

 

前年度末純資産残高（Ａ）             ３，９０２億円 

純行政コスト（Ｂ）              △２，０５１億円 

財源（Ｃ）                     ２，０５５億円 

税収等                   １，１６６億円 

国県等補助金                  ８８９億円 

本年度純資産変動額（Ｄ）                ２５億円 

本年度末純資産残高（Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ）       ３，８８１億円 

資産           ５，３１７億円 

《主な内訳》 

固定資産         ４，９２２億円 

うち有形固定資産     ４，７３５億円 

うち投資その他の資産    １２４億円 

 

流動資産           ３９６億円 

うち現金預金        ２１９億円 

負債・純資産      ５，３１７億円 

負債        １，４３７億円 

《主な内訳》 

固定負債     １，１９４億円 

 

流動負債       ２４３億円 

純資産       ３，８８１億円 

３ページ 


